
鉄道の北部に位するグレート・ ウエス タ γ鉄道， パ ーリ ー鉄

道，キヤ γ ムブライ ア γ鉄道，カ ー ジフ鉄道， リムネ ー鉄道，

?7 ・ ベ ー ノレ鉄道， アレキサ γ ドラ・ドック鉄道ほか 26 の補助

鉄道を合併。

ウ ロ γ ドン・ミッドランド ・ スコ ッ チ ッシ ュ鉄道 ロソドン

の西北部からスコ y トランドにわたる池威内にあるロ γ ド γ ・

ノー ス ・ ウエスタ Y鉄道， ミッ ドランド欽道，ラ γ カシャ ・ ヨ

-!1シヤイヤー鉄道，ノ ー ス ・ ス タッ フォード γ ャ イ ヤ ー鉄道，

77 ーネス鉄道，カレドニア鉄道，グラスゴー ・ サウス ・ ウェ

スタ γ鉄道， ハイラ γ ド鉄道ほか 27 の補助鉄道を合併。

エ ロ γ ド γ ・ ノ ー ス ・ イ ー スタ γ鉄道 ロ γ ド γの北京都

に位するノ ー ス ・ イースタソ鉄道，グレート ・ セ γ トラノレ鉄道，

グレート ・ イースタ γ鉄道，グレ ー ト ・ ノーザ γ鉄道， ハノレ ・

パー γ ス リー鉄道， ノ ース ・ プリチッシ鉄道，グレ ー トノ ー ス ・

オプ ・ スコッ トラ γ ド鉄道ほか 26 の補助鉄道を合併。

以上の合併はすでに業務協定その他によ って地方的に筏援な

関係のある緒鉄道をできるだけま とめてー聞としたもので，合

併の仕事はきわめて円滑に行われた。

(8) 貨率諸問委員会 (Rate Advisory C~mmittee) 

初期の時代鉄i百貨率は法律をもってその最高官買が定められ，

これが取締りについては普通裁判所および各極の特別委員会に

委任する方針によった。各鉄道会社は最高氏率の範囲内で競争

関係その他を考慮して 自 由に L't率を決定したので，鉄道í't率は

いちじるし く 復雑化し， 一般国民は í!ì:率の当否の判断ができな

いばかりでな く ，取引上も不便であった。そこでC"(率制度を簡

易にして民衆化をはかる目的をもって 1920 年，述輸大臣の議問

機関である it率諮問委員会が設けられた。しかしこの後l閃は正

式のも のではな く. 1921 年鉄道法によ って欽道運賃若手判所が設

けられたのに伴ない 1921 ・ 7 か ぎりてー廃止された。

(9) 鉄道運賃審判所

1921年鉄道法第 20 条にも と づいて鉄道 ・ 運河委員会 (1 873年

に設位された巡11:料金に以1する審判機関)の権限を引継ぐと同

時にí't率諮問委只会の任務を受け継いで設けられた後関て'ある。

その権限はきわめて広範てー鉄道氏率，貨物等級その他述送条例ニ

を制定し，院'1王を 1'fい，さらに鉄道と荷主公衆との間に起る íT(

率問題についての紛争を解決する権限も与えられた。

鉄道運賃若手判所の組織と絞務権限はつぎのとおりである。

ア飢餓

3 名の常任群判員と常任審判員がその縦|恨によ っ て階苦手良名

簿の うちから任命する表千名の階寝負から成る。陪若手口名簿は

一般陪審員名簿と鉄道階若手員名簿の 2 極に区別される。fJíJ者は

災業界の代表者 36 名から成り. f:走者は鉄道会社の代表者 1 2 名

か ら成っている 。 常任審判員のうち l 名は災業家から . 1 名は

鉄道事業の経験者から. 1 名は法律家から大法官， 商務院総裁，

運輸大臣のl1fiせんによって任命され，このうち法律家が審判長

に任命される。若手半ij員の任期は 7 年であるが，任期満了後も再

任を妨げない。

干罪判所の判決は常任評判員および陪審員の多数決によって行

われ，純法律事項を除き絶対的の効力を有するものとなってい

る 。 得判所の申請手続は運輸大臣の承認を得て審判所がこれを

イ ギリスのて

および改正後の~;;_督を行う。 このほか鉄道の際準収入と標準賃

率の調節，鉄道関係の紛争の審判もつかさどる もので，鉄道貸

率に関する行政権を有するばかり でな く ， 司法権も有するもの

である。

審判所は毎年審判の結果を運輸大臣に報告する義務を負L 、，

同大臣はこれを機会に提出する 。

審判所の経'l'1は手数料によってまかなうのが原則であるが，

不足の場合は鉄道会社にこれを分担せしめる。

(10) ロ ン ド ン旅客運輸法

ロ γ ド γ市内における交通を統制しその混雑を緩和するため

1924 年ロソド γ運輸i去 (Londcn Traffic Act) が制定された。

これによって多数のパス会社はほとんどロ ンドン ・ゼネ ラ ノレ ・

オ ー ム ニ パス会社に吸収され，市街鉄道も若干の企業に統合さ

れ， 地下鉄道もロソド γ地下鉄道図ほか 3 社に盤理された。し

かし分野の異なる企業問にはまだ何らの連絡なく，相互に競争

し.Itri.客公衆にとってもすこぶる不便であ った。全企業を包合

した交通統制を~望する声が次第に高まったので，運輸大臣は

交通事業諮問委民会を設鐙して， ロンドン市内の交通統制につ

いて研究に当らせた。同委員会は ロ Y ドン市内の金交通後|羽を

共同経営組織として， 公の~ii督下におき ， 巡貨の標準化， 設備

および輸送の適正化ならびに能率の地進と経営の合理化をはか

ること を目的とした計図案を作成して運輸大臣に勧告した。こ

の勧告にもとづいて政府は旅客運輸統制法案を議会に提出した。

この法案は結局否決と なったが，その代案として作成された

法案が 1933 年議会を通過してロ γ ドン旅客運紛i去 (Lつndon

Passenger Trans;>)rt Act) とな っ たので'ある 。

ロンド γ旅客運輸法は 1 933 ・ 4 ・ 1 3 公布された法律であって ，

第 1 :t;!: ロ γ ドソ旅客巡輸局の組織および一般権限， 第 2 :r;t同巡

輸局の事業， 第 3ï:.I:財政規定， 第4:l主 1 930 年道路交通法の修正，

第 5 î主 1924 年 ロ γ ドン運輸法の修正， 第 6 1';1:賃金および勤務

条件， 第 7 '1主職員および退職， 第 8 章経過規定と補助規定の 8

:t;!: 109 箇条および祁i則 16 から成っている。

同法による最も霊裂な事項を概説するとつぎの と おりである。

(力紙織と権限 ロ γ ド γ旅客運輸局 (Lond on Passenger 

Transport Board) を設置し， ロ ンドン運輸区威内の公共旅客

運輸後関を一元的に経営する権限を与える。向局は局長および

6 名の役員から併成されるが，これら局長および役員はロンド

ン市会議長， 訪問委員会委員長， ロ ン ド ン銀行組合委員長，法

律協会会長，イ ソ グラ ンド ・ ウェ ー ノレズ会計士協会長から成る

任命委員会によって任命される。

付) 局の性絡 同局は公共企業体として独立採m:ーのたてまえ

をとり ， 経営者の自由裁量によって経営し， すべての費用は収

入によってまかなうもの とする。 したがって予算を議会に提出

する義務はなく . ljiに毎年事業報告を運輸大臣と議会に提出す

る義務を認されているだけである。

(分事業革E閤 チャ リ γ グ ・ クロスを中心として半径 48km

( 30 マイル)以内の区減をロン ドン逮輸区域とし， 運輸局はこ

の区域内にあるすべての鉄道， 地下鉄道，市街電車，パス， ト

ロリーパスを総合的に経営する。この区威内にある 4 大鉄道の

幹線は運輸局の管儲から除外されているが， その収入は巡紛局

Æめる。審判所はロ γ ド ンに常置されるが時宜により イギリス の収入とプー ル計 p される。

のいかなる地域においても臨時開庁することができる。 (11 ) 鉄道の第 2 次層家管理と国有化

イ 職務織限 4 大鉄道への統合と ロ γ ド γ旅客運輸局の設位によ っ て鉄道

鉄道11率の決定改廃( と くに直通氏率の改廃，グループ賃率 相互間の競争はほとんど消滅し， またロン ド ン市内における都

の設定改廃，例外貨率の改廃)，貨物等級の改正，タ ー ミナノレ ・ 市交通企業は完全に一体化し，競争関係のない運営が行われる

サ ー ピス料金の設定 ・ 解釈， 料金および運送条件の適否の決定 に至った。しかし鉄道は第 1 次世界大戦後急速な発展を遂げ
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